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論　　説

　抄　録　近年，ネットワーク環境の変化や技術革新に伴い，インターネット上でのデジタルコンテ
ンツの流通量が増加する一方，こうしたデジタル化社会に適応する新しい著作権制度のあり方を巡っ
て，世界各地で頻繁に法改正議論がなされている。当委員会では，その中でも欧州と米国に焦点をあて，
2015年６月号（その１）では欧州著作権リフォームの動向と英国著作権法改正，2015年７月号（その２）
では米国著作権リフォームの動向について紹介する。
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4 ．	米国著作権リフォーム

4．1　米国における議論概要

米国著作権法が制定されたのが1976年，また
デジタルコンテンツのインターネット上での流

通拡大や，これに伴って横行したデジタル海賊
（digital piracy）に対応して制定されたデジタ
ルミレニアム著作権法（Digital Millennium 
Copyright Act，以下「DMCA」という。）が
施行されたのが2000年である。その後の数年間
でDMCAの想定をはるかに超越するようなデ
ジタル技術が急速に発展し，誰もが自由に自己
の著作物を発信し，また様々な媒体で，様々な
スタイルで第三者の著作物を享受するようにな
った。それとともに著作者の権利を侵害する行
為（あるいは著作者が十分にその恩恵を受けら
れない利用行為）の形態も幅が広がっており，
現行の米国著作権法では対応に苦慮する事象が
多く発生している。いわば，社会と著作権法と
の間にはかい離が存在している状況だといえ
る。そんな中，米国においては著作権リフォー
ムの議論が2007年ごろから本格的に見られるよ
うになった。
既に，多くの研究者によって著作権法改正へ

の提言がなされたり，あるいは具体的な改正案
が提案されたりしているが25），米国における著
作権リフォーム論の最も特筆すべき点は，著作
＊  2014年度　Copyright Committee

欧米諸国における「著作権リフォーム」の
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権法の包括的な改正，あるいは大改造というチ
ャレンジングな取り組みの必要性を「国家の機
関が自ら」提唱しているところにあるといえる
ように思われる。
本稿では，米国における国家組織主導の著作

権法改正の議論に関し，以下の３つを紹介する。
１）Next Great Copyright Act26）

合衆国連邦政府の立法府であるアメリカ合衆
国議会の下部組織，アメリカ議会図書館
（Library of Congress）に属する著作権局（U.
S. Copyright Office）の第12代局長　Maria. A. 
Pallante氏が2013年３月４日に米国コロンビア
大学ロースクールにおいて行った講演である。
本講演において，Pallante氏は，現行の米国

著作権法（1976年法及びDMCA）は年月の経
過とともに歪みが生じていること，21世紀の生
活においてはより多くの人々が著作権法の影響
を受けるようになっていること等から，広範囲
な著作権法の改正に包括的に取り組むべきであ
り，次世代の著作権法は「法律家軍団」の不要
な，可読性のある，可能な限り理解しやすいも
のであるべきとしている。また，次世代の著作
権法は，先見の明がありかつ柔軟であり，公共
の利益に資することを第一に考慮すべきとも述
べている。
このような基本的な考え方のもと，具体的な
論点としては，きわめて幅広く，以下の10点が
挙げられている。
①独占権見直し（録音物への公の実演権付与，
インターネット上の著作物利用への頒布権の
適用）
②付随的な複製
③権利行使（複製／頒布権侵害と違法ストリー
ミングの罪刑アンバランス是正，費用・コス
ト面を考慮した少額訴訟等の仕組み創設等）
④DMCAの機能状況に関する実績評価
⑤デジタル領域での権利消尽
⑥図書館／公文書館，視覚障害者，高等教育機

関等の例外規定の見直し
⑦ 利用許諾モデル，特に音楽著作物のより効率
的な利用許諾モデルの構築
⑧ デジタル作品の国家による収集を想定した柔
軟性を持った納本制度
⑨権利者と利用者の負担のバランスを考慮した
著作権保護期間の補正制度設計
⑩オプトアウトシステム導入の余地
なお，Pallante氏は「議会はすでに，これら

の論点の多くについて長年議論を重ねており，
数々の報告書等も公開しており，これらの問題
の解決へ向けて機は熟している（必要なのは「決
断」）。」としている。
２）  Copyright Policy, Creativity, and Inno-

vation in the Digital Economy（ 通 称
Green Paper）27）

経済成長の促進に関わる行政機関であるアメ
リカ合衆国商務省内に2010年４月に発足した
Internet Policy Task Force（以下「タスクフ
ォース」という。）により2013年７月に発行さ
れたレポートであり，タスクフォースが米国特
許商標庁（USPTO）や電気通信情報局（NTIA）
ら関係機関とともに議論した近年のデジタル経
済における政策や米国著作権法の各種論点をま
とめたものである。
このGreen Paperでは，近年のデジタル経済
の下で米国著作権法が有する論点や，政府・民
間が行っている取組み等に幅広く言及してお
り，その中で米国著作権法が抱える課題や改善
策，政府・民間の取組みについて現状支持でき
るもの，新たな措置として試みるべきもの等が
紹介されている。タスクフォースは種々の論点
において，議会や行政庁（すなわち商務省）へ
改善策等を提言しているほか，関係当事者らに
よる議論（Roundtable）の開催を要請している。

Green Paperは以下５章から構成されている。
① 著作権とインターネット：著作物の複製機会
とその課題
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②著作権とその例外（制限）のバランスの維持
③オンライン著作権侵害に対する適切な対抗措置
④適正なオンライン市場の確保
⑤結論
３）Roundtable28）

Pallante氏の提言とGreen Paper内でその必要
性について提案されたことを受け，2014年５月
から７月まで全４回，米国特許庁と米国電気通
信情報局が主催するRoundtableがアメリカ各地
を巡回する形で開催された。このRoundtableに
は，毎回パネリストとして国内の法学者や著作
権局関係者，また企業の法務担当者などが参加
し，リミックスの創作における法的枠組みの必
要性，デジタル環境におけるファーストセール
ドクトリン29）の適用範囲と妥当性，そして法定
損害賠償のあり方についてさまざまな観点から
の議論がなされたが，その結果についての報告
書が公表に向けて準備中である。また，Round-
tableと同じく2014年に始まったPublic Meeting
では，DMCAのNotice and Takedown規定の
あり方，そして現状のオンラインライセンス契
約環境を促進するための政府の役割について，
現在も継続して議論されている。

4．2以降では，著作権リフォームの対象とし
て挙げられている各論点について「権利強化に
関する論点」，「権利制限の拡大に関する論点」，
「手続き面の見直し等による適正化に関する論
点」に分類してそれぞれのポイントを説明する。
なお，Next Great Copyright ActとGreen Paper
の双方で取り上げられている論点については，
それぞれどのような提言がなされているのか比
較することとする30）。

4．2　権利強化に関する論点

（1）独占的権利の見直し
１）送信可能化権

【現行法制度】
1996年12月に採択された「WIPO著作権条約

（World Intellectual Property Organization 
Copyright Treaty）」31）では，伝達権（８条）に
おいて，送信可能化についても著作権の効力範
囲とされた。一方，現状の米国著作権法では送
信可能化に関する明示的な規定がない。既存の
権利である複製権（106条（1）），公の実演権（106
条（4））に加えて，物理的な複製の規定である
頒布権（106条（3））によって，伝達権で想定
されているデジタルでの伝達に対応できると考
え，明確な伝達権を規定しなかった。送信行為
そのものは頒布権に含まれるが，送信可能化行
為もこれに含まれるのかについては意見が分か
れている。
【Next Great Copyright Act】
複数の裁判において，作品が実際に頒布され

たことをどの程度証明しなければならないの
か，作品が送信可能な条件になれば頒布権侵害
の要件を満たすのか論点となっていることを指
摘し，「頒布権の範囲」は中心的な検討課題で
ある，としている。
【Green Paper】
米国の立法経緯においては，頒布権は公に複

製物を頒布するための「出版権」に属するもの
であるとされている。これに基づいた判例32）で
はP2Pネットワークに繋がっているコンピュー
タの共有フォルダへの個人のアップロードに関
連して送信可能化権が扱われ，また頒布権は
WIPO著作権条約を反映した送信可能化権のコ
ンセプトを含むこととされたが，一方これに反
する判例も多数存在する。いずれにしてもこれ
らの判例はすべて頒布権の適用範囲のみに焦点
を絞った，またこの問題について学術的に研究
される以前の判決である，と指摘している。
２）録音物に対する公の実演権の適用

【現行法制度】
米国著作権法では，録音物の著作権者は複製
権と頒布権のみ有しており，放送，上映，朗読，
演奏等，公衆送信権の概念を含む公衆への伝達
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行為に該当する公の実演権が認められていない。
なお，デジタル音源の著作物については1995年
のデジタル演奏権法（Digital Performance Right 
in Sound Recordings Act）33）制定によって公の
実演権が与えられたが，アナログ放送に関して
は，録音物の著作権者は許諾権を有していない。
【Next Great Copyright Act】
著作権局は長きにわたり，録音物について，
米国法においても世界の他の先進国と同等のよ
り完全な公の実演権を付与することを支持して
きた，と著作権局の基本スタンスに触れている。
そのうえで，インターネット上で録音物を提供
するビジネスにおける経済的な不均衡を指摘
し，またすでに議会ではすでに本論点について
多くの検討を実施してきたことも挙げ，最終的
にどのように解決策を講じるのかが第一に解決
すべき課題である，と述べている。
【Green Paper】
録音物に関する公の実演権についてのタスク
フォースを立ち上げ，現在多岐にわたっている
デジタル音楽サービスの種類分けを行い，基準
を設定することによって，クリエーターや権利
者が異なったサービスで受ける影響について調
査検討すること，また，公の実演権を放送分野
にも拡大することについて検討することを提案
している。特に政府および著作権局は録音物の
放送に関する公の実演権を創設することを訴え
続けており，その理由は，海外の権利者は放送
時に録音物に関する公の実演権を享受できるの
にもかかわらず，米国の権利者は利益を享受で
きておらず，これは重大な損害であるからだ，
と述べている34）。

（2）権利行使にかかる諸制度の適正化
１）違法ストリーミングに関する刑罰

【現行法制度】
米国著作権法では，著作物を違法に複製や頒

布する行為は刑法上の重罪（felony）が適用さ

れる（506条（a）（1）（A）-（C），2319条（b）-（d）
（1））。しかし，例えば違法ストリーミング等，
他の行為についてはこのような規定がない。
【Next Great Copyright Act】
違法ストリーミングの台頭に対する刑事訴追

の可能性は，著作権法改正における重要な論点
であると述べている。ストリーミングは「スポ
ーツイベント，テレビ番組，映画，音楽等の権
利者が利用者に対して自己のコンテンツを利用
許諾し，利用者は自己の様々なデバイスでコン
テンツにアクセスする」ものであり，成長分野
の１つである。しかし，違法ストリーミングが
悪意のある営利目的で行われていたとしても，
複製や頒布と異なりその責任は軽罪に限定され
ること，また検察官も訴追をするインセンティ
ブがほとんどなく，重大な不均衡であることを
指摘している。
【Green Paper】

2008年頃から政府が取り組んでいる民事・刑
事両面でのオンライン著作権侵害摘発の課題の
１つとして，違法ストリーミング重罪化のため
の著作権法改正を指摘している。近年増加して
いる違法ストリーミングに対し上記現行法制度
では重罪を課せないため，罰則改正について著
作権局が議会に働きかけており，タスクフォー
スもそれを支持している。
２）少額訴訟

【現行法制度】
米国では，「最高＄5000を対象とした金銭の
支払い」の請求に限定した，簡易裁判所の少額
裁判（Small Claims Court）制度がある。当該
制度は一般的な裁判と異なり，手続き面も簡易
であり，また費用も安価である。一方，著作権
に関する訴訟は連邦地裁の管轄であることか
ら，手続き面が煩雑であり，一般的に高額の費
用及び，解決までに相応の時間を要する。
【Next Great Copyright Act】
著作権訴訟は連邦裁判所の管轄であるが故に
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一貫性が確保されているが，一方で，費用面，
時間面のデメリットがあることを挙げ，多くの
著作者からの請求を事実上阻害していると指摘
している。そのうえで，経済価値として少額で
ある請求を行う著作者を支援するために，議会
が合理化された司法手続きを創設すべきか検討
すべきである，と提言している。
【Green Paper】
少額訴訟制度は，大企業ではなく個人でも適
切に保護が図れる有用な選択肢であると述べて
いる。また，当該制度について議会要請により
著作権局が行っている研究をタスクフォースも
支援するとの言及がある。
３）法定損害賠償

【現行法制度】
著作権侵害における損害額算定の困難性に鑑
み，米国著作権法では法定損害賠償制度を導入
している。著作物の発行後３か月以内に著作権
登録を行った著作権者には，法定損害賠償請求
権及び弁護士費用賠償請求権が認められている
（412条）。1999年にはその法定額の幅を一著作
物あたり＄750～＄30,000（故意侵害の場合は
最大＄150,000）に増額した（504条（c））。
【Next Great Copyright Act】
写真家等，多数の作品を制作し最も法定損害
賠償を必要とする者にとって，現在の著作権登
録制度は負担が大きいという意見があることに
触れている。そのうえで，412条が「著作権者
による法定損害賠償の選択権限確保」と「より
完全な著作権情報の公的記録と議会図書館にお
けるより多くの著作物の所蔵」という本来の目
的を達成しているのか，改めて検討してもよい
のではないかと提案している。　
また，法定損害賠償に関する論点は，その金
額面，請求手続き面等多岐にわたることを指摘
している。裁判所において指針を提供する等，
検討すべきことは多くあるとしている。

【Green Paper】
法定損害賠償制度は，1999年に法定損害額を

上昇させた結果一定の効果があり，特に孤児作
品（Orphan Works：著作権者不明の作品）の
無断使用の抑止につながっていると述べてい
る。一方で，経済的損害の危険性が高い大規模
オンラインサービスや，個人によるファイル共
有に対する法定損害額の在り方については，過
度な侵害抑止はこうしたオンラインサービスや
個人によるイノベーションを阻害したりそれら
への投資に悪影響を与えたりするとして議論が
分かれている点にも言及している。そのため，
タスクフォースにより公の議論を開催しパブリ
ックコメントを募集することを提案している。
４）  インターネットサービスプロバイダ（以
下「ISP」という。）等による取組み

【Green Paper】
上記のほか，ISP等の民間団体による最近の
取組みについても紹介している。例えばISPに
よる特定ウェブサイトへのアクセスブロックや
特定コンテンツのフィルタリングについては，
表現の自由とサイバーセキュリティの両立が望
まれることを指摘している一方，ISPによる段
階的レスポンス35）を支持し益々効果が出るよう
協力する旨言及している。
また，海賊版等の違法サイトを摘発する別の
手段として，そのキャッシュフローを止めるこ
とも効果的であると紹介している（“Follow the 
Money” Approach）。具体的には，2011年頃か
ら本格化して銀行やクレジットカード会社など
の支払業者（Payment Processors）が自ら違法
サイトとの取引を停止している取組みや，2010
年頃より複数の民間団体が主体となって違法サ
イトの一覧をまとめる等して広告業者（Online 
Advertisers）が適法なサイトとしか取引しな
いよう対応している取組みを取り上げている。
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（3）		利用許諾モデル（特に音楽著作物のより
効率的な利用許諾モデル）の再構築

【現行法制度】
米国著作権法では，「音楽著作物（musical 

works）」について，音楽の定義が一般に認識
されているため，法律上の定義は行っていない。
102条（a）（2）では，音楽著作物は，歌の歌詞
と伴奏の両方を含むと定義している。音楽著作
物は，有形物に具現化することができるという
特徴をもっている。
音楽著作物に関連する著作物として，101条
では，「録音著作物（sound recordings）」につ
いて定義されている。米国著作権法では，録音
著作物の基本的な特徴を定めることで，録音著
作物として著作権取得可能な対象を他の著作物
と区別している。録音著作物とは記録された実
演であるという特徴をもっている。
音楽著作物と録音著作物は区別され，録音著
作物の著作権者は，その録音物に記録された音
楽著作物の著作権とは異なる権利を有すること
となる。音楽著作物の著作権者は，完全な実演
権を制御できるのに対し，録音著作物の著作権
者は実演権を制御できないという違いがある。
そのため，録音著作物を使用する場合には，両
方の権利者の許諾を得る必要がある。また，録
音著作物はそれが収録されている有形物に対す
る権利とも区別する必要がある。
なお，録音著作物については，1971年に初め
て連邦法による正式な保護が認められた（録音
物保護法）。それ以前の録音物については，州
法の保護を求める必要がある36）。
米国における音楽著作物の利用許諾は，音楽
著作物か録音著作物かによって，１つの楽曲を
利用する場合にも，異なった利用許諾を受ける
必要がある37）。
【Next Great Copyright Act】
効率的な利用許諾モデルがデジタルをとりま

く市場で非常に重要であること，必ずしも立法

を必要とせず，さまざまなライセンスモデルが
あること等を議会が認識していることに触れ，
議会に対して新しい枠組みの検討を促している。
特に音楽分野の利用許諾モデルに関する改正
を重要な論点として挙げている。現状の，歌ご
との機械的な利用許諾という基本的仕組みは
100年以上変わっていない一方で，音楽の提供
形態は，オンデマンドのストリーミング，恒久
的なダウンロード，その他の商品との組み合わ
せ等様々であり，115条の課金レートがますま
す複雑になっていると指摘している。
また，すでに議会がウェブ放送，衛星ラジオ，

その他録音物のデジタル形態での提供における
法定利用許諾について再検討を開始したことを
挙げ，課金額，法定許諾制度，録音物に対して
付与される排他的権利の範囲等，包括的に検討
する必要がある，としている。特に，著作物に
関する公の実演権と比べて，録音著作物に関す
る公の実演権がデジタル送信に限定されている
点や，報酬請求権の面でも著作物より不利であ
る点について是正する必要がある，としている。
【Green Paper】
音楽業界を取り巻く環境が変遷していく現状
に対応するため，適正なオンライン市場を早急
に確保することが必要である，と述べている。
アーティスト，ユーザー，それに付随する多数
の契約，権利者がいるなかで，補償金とオンラ
イン市場のイノベーションの適切なバランスを
見つけるために，オンライン市場の新たなライ
センシングの枠組み構築が必要であり，また，
一般消費者に対して，権利とその例外（制限）
を周知し，合法なオンラインサービスの利用促
進を図るための公的教育を強化していくための
努力が必要である，と指摘している。
その上で，法制度面については，録音著作物

に関する公の実演権の権利の拡充を議会提案す
べきであるとし，運用面については，複雑な音
楽ライセンス市場の現状を解消するため，政府
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は，著作権局の行っている著作権者登録システ
ムの改善を支援し，容易に著作権者から適正な
ライセンスを得る仕組みを構築し，そのような
仕組みの利用にインセンティブを与える規定の
創設を支援すべきである，と述べている。
また，音楽市場におけるライセンス環境を促
進するため，政府の適切な役割について，パブ
リックコメントを募集し，ラウンドテーブルを
開催することを提案している。

4．3　権利制限の拡大に関する論点

（1）付随的な複製
【現行法制度】
米国著作権法では，以下のように特定の事実
関係に基づいた付随的な複製に関して権利制限
規定を設けている。
＜1976年法＞
・ 放送を送信するために行う一時的複製（112条）
・ 著作物の利用に不可欠なコンピュータプログ
ラムの複製物（117条）
＜DMCA＞
・  サービス・プロバイダが行う「素材の送信，
転送，接続の提供又はその過程における素材
の中間的かつ一時的な蓄積」，「システム・キ
ャッシングにおける素材の中間的かつ一時的
な蓄積」等（512条）
・  コンピュータの保守・補修作業にともなう

RAM（Random Access Memory）に発生す
る複製（117条）

【Next Great Copyright Act】
著作権局が発行した「DMCA第104条報告書」

（DMCA Section 104 Report 2001年）38）におい
て，「デジタル時代の商取引の領域において著
作物の一時的な複製が不明確であり，裁判所に
おいてもどの程度の時間が“固定”と解釈され
るかといった判断がケースバイケースであり一
般的なルールが定められていないことに言及し
ていること」，また「当該報告書では，追加し

て例外を設けることを提言していること」を指
摘している。そのうえで，付随的な複製は，日
常的に家電やコンピュータプログラムを含む
様々な方法で合法的に消費者によって行われて
いるためさらなる議論の余地があり，議会が合
理的な見解を示すべきである，としている。
【Green Paper】
従来米国においては，複製の定義について，
永久的な物理的コピーに限らず「十分に永久的
か，知覚し，再現できる，または伝達するのに
十分な一時的な持続も複製にあたる」39）とし，
さらには「RAMが読み込まれている時間の，実
際には知覚し，再現できる，または伝達するの
に十分な一時的な持続とは言えない短期間にお
いても複製が行われているものと判断する」40）

と述べている。そのうえで，一時的な複製のう
ちストリーミング時のバッファコピーについ
て，米国著作権局は，商業的でありさらに形状
を変更したうえでの利用ではないが（つまりフ
ェアユースの要件には該当しないが），法的利
用が既に許諾されている利用のためであるこ
と，既存の市場を促進させるものであることを
理由に，バッファコピーはフェアユースに該当
する，と述べている。

（2）		フェアユース規定の適用範囲と権利制限
規定の対象の明確化

【現行法制度】
米国著作権法では，著作権の例外として，

107条にフェアユース規定，そして108条から
122条まで個別の権利制限規定が設けられてい
る41）。
【Next Great Copyright Act】
フェアユース規定は，事実の強固な当てはめ
が必要であるため，ルールの明確な線引きや，
利用者の組織的な活動のための方法としては不
適切であると述べ，次世代の著作権法を構築す
るための著作権の例外と制限について，主に以
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下の４つの論点を挙げている。
①図書館，公文書館に関する基準の最新化
② デジタル時代のチャフィー修正（Chafee 

Amendment：目の不自由な人向けの条項）
作成
③ 高等教育機関とそのマーケットの生態系の問
題への取り組み
④私的利用活動の明確化の検討
特に③に関しては，2002年に制定した例外規

定（110条（2））は複雑さがその有用性を減殺
していることを指摘し，質の高い教材を生む市
場，適切なライセンススキーム，オープンソー
スによる素材，フェアユースの合理的な適用，
図書館の例外規定，教授が自らの著作権を主張
しない自由，目の不自由な人にもアクセス可能
なフォーマット等に関する規定の再検討の必要
性を説いている。
【Green Paper】
フェアユース規定に関して，確立した先例が
ない分野では，著作物の利用者によるフェアユ
ース成立の可否は予測することが難しい。同時
に，フェアユースの長所はその柔軟性でもある。
タスクフォースは，フェアユースの実態を調

査する大学，研究機関等の個人の活動を援助す
るものとし，またフェアユース規定に関しては
利用者と権利者から提供される研究結果が最も
確実である，と述べている。さらに上記に追加
して，以下の事項に関して，著作権の例外と制
限規定として検討されるべきであると述べてい
る。
①User Generated Contents（ユーザーが制作
する著作物，以下「UGC」という。）として
の音楽著作物のリミックス行為に関し，パブ
リックコメントの実施とラウンドテーブルを
開催すること
リミックスは既存の著作物を改変したり組み
合わせたりして造られた新しい著作物のことで
あり，今日のインターネットの特徴であるUGC

の一部である。現在の米国著作権法においては，
リミックスは形状の変更，既存の著作物をベー
スとして，新たな表現や意味付けやメッセージ
を加えて，目的や性質の異なる新たな著作物を
創作していると判断されフェアユースであると
される可能性がある。問題は商業的か否か，潜
在的マーケットへの影響があるかである。すで
にフェアユースと判断された先例（芸術作品）
はあるが，楽曲のリミックスに関しては判断さ
れず，訴訟の対象となっている。
②108条（図書館の例外）に関し，タスクフォ
ースを立ちあげ調査を行い，著作権局をサポ
ートすること
1998年にDMCAによって図書館とアーカイ

ブをデジタル技術に適応させるために108条を
改め，図書館とアーカイブは現在，アナログ形
式だけでなく，デジタル・フォーマットで最高
３部のコピーまたは音声録音（phonorecords）
を製造できるようになったが，複製物を自由に
作成・利用することは禁止されている。近年前
記改正がテクノロジーによって追い越されつつ
ありさらなる改正が必要となってきたため，図
書館・アーカイブ側と権利者・出版社側はこれ
ら例外規定の改正に関して対立している。
③ 孤児作品の扱いに関し，タスクフォースを立
ちあげ調査を行い，著作権局をサポートする
こと
2006年に著作権局が提出したレポートでは42），
ユーザーが可能な限り「誠意をもって，著作権
の所有者を見つけて，特定しようと検索」した
場合は，孤児作品の使用を認めるべきであると
した。孤児作品問題に対処して，米国が国際的
なリーダーシップを演ずることができるように
しなければならないが，まず国内レベルで，孤
児作品の問題を調べるためにタスクフォースを
立ち上げ，著作権局をサポートすることを提案
している。
④ マス・デジタライゼーション（アナログから
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デジタルへの大規模変換）に関し，タスクフ
ォースを立ち上げ調査を行い，著作権局をサ
ポートすること
データ化に関して個別の著作物の権利者に許
諾を得るのは困難であり，孤児作品は未来のも
のに関しては法律で処理できても，既存の権利
者の捜索はかなりの負担となる。ヨーロッパに
おいては2011年，販売中止出版物（out -of -
commerce）に対するデジタライゼーションの
簡易化のためのMOUが締結された。アメリカ
においては公共機関によってパブリックドメイ
ンの出版物のデジタル化が始められているが，
他の出版物も対象にしたような幅広いプロジェ
クトは，権利者側に訴訟を提起されている例も
ある。著作権局はデジタライゼーションとそれ
による著作物の普及が，公共の利益を損なわな
い場合，著作権の制限と例外の適切といえる範
囲を変えることになるかもしれない，という点
に着目している。

（3）		権利者と利用者の負担のバランスを考慮
した著作権保護期間の補正制度設計

【現行法制度】
EUが著作権の保護期間を著作者の死後70年
に延長したことに対応して，1998年に施行され
たソニー・ボノ著作権保護期間延長法43）により，
現在，米国著作権の保護期間は，①著作者の死
後70年，著作者の死亡した年から起算（302条
（a），（b）），②職務著作，無名・変名著作物の
場合は，発行年から95年または創作年から120
年のうち最初に満了する方を適用（302条（c）），
とされている。
【Next Great Copyright Act】
著作権の保護期間が著作者の死後70年という
長期間であることは重大な影響を及ぼしてお
り，この期間を如何に機能的なものにするかが
問題であるとしている。そして，著作権有効期
間の最後の20年間は，著作権登録がなされない

かぎり当該著作物をパブリックドメインとする
ことで著作権者と利用者の負担のバランスをと
る，といったアプローチが取れるのではないか
と提案している。

4．4　手続き面の見直し等による適正化に	
	 関する論点

（1）DMCAの機能状況に関する実績評価
【現行法制度】

DMCAは，1996年12月にWIPO（世界知的所
有権機関）で締結された「著作権条約」「実演・
レコード条約」に基づき，米国著作権法をこれ
らの条約に整合させることを主目的として制定
された（1998年10月成立，2000年10月施行）。「技
術的手段の保護」（1201条），「著作権管理情報
の保護」（1202条）44），「サービス・プロバイダ
の責任制限」（512条）45）をはじめとした，デジ
タル技術に対応した著作権に関するルールを作
ったものである。
【Next Great Copyright Act】

DMCA制定から15年が経過し，制定当時よ
りも世界的に技術は進化している。関係当事者
がどのように規定を実践しているか，裁判所が
どのように適用しているのか等，法律の機能状
況，実績を評価すべきである，としている。
特に，512条のセーフハーバーに関する不相
応な多数の訴訟，Notice and takedownの証明
責任に関する著作権者と仲介事業者との間の公
平性等に言及している。またDMCAにおいて
導入された技術的措置の「迂回」（jailbreaking） 
等に関する例外規定の制定過程を挙げ，規制制
定過程と政策課題，政策行動との関連を指摘し
ている。
【Green Paper】

Green Paperでは，512条に規定されるDMCA
のセーフハーバー規定と関連し米国著作権法
106条にも言及している。米国著作権法106条は，
著作権を保有する者は，106条に掲げる行為を
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行いまたこれを許諾する排他的権利を有する旨
規定している。同条に排他的権利を許諾する点
が挿入されたのは，副次的責任者の責任を明確
化するためとされており，この点に関し判例法
の蓄積により以下のような一定の場合には副次
的に侵害に関与した者として法的責任を負うと
の理論が構築されてきたことを紹介している
（Doctrines of Secondary Liability）。
・  Contributory liability（寄与責任）：被告が侵
害行為を知っている／知る理由があり，かつ
実質的に寄与した場合
・  Vicarious liability（代位責任）：被告が侵害
行為をコントロールできる立場にあり，かつ
経済的利益を得た場合
・  Inducement liability（誘因責任）：被告が侵
害を促す目的をもって侵害品やサービスを配
布した場合
米国ではこの理論に基づいて，2005年頃より

P2Pファイル共有サービスや，ビデオ提供サイ
トが摘発されていることに言及している。
他方，DMCAのセーフハーバー規定は，ISP

による積極取締まで要求しない一方で，侵害行
為の故意の見過ごしは許されないことを意図し
ている点に言及している。また，この点に関し
侵害行為を把握していたことの立証責任がISP
／権利者のどちらにあるか，まだ判例が分かれ
ている点を指摘している。
また，DMCAのセーフハーバー規定の適用

を受けるためには，ISPはISP自身のウェブサ
イトと著作権局にnoticeの送信先を示す必要が
あるが，その更新は義務でないため適切な更新
がされていない。そのため，これを適時に更新
するため著作権局が取り組んでおり，タスクフ
ォースもその取組みを支持している。

DMCAのNotice and takedown規定について
は，権利者側が頻繁にnoticeを出してもその都
度侵害品が再掲載される一方，ISP側も削除に
応じる頻度が増大しているという両者の負荷増

大を指摘している。そのため，タスクフォース
は，当該規定改善のための関係当事者間の意見
交換の開催を提案している。

（2）		デジタル領域での権利消尽（デジタルフ
ァーストセールドクトリン）

【現行法制度】
米国著作権法では，頒布権の消尽について「本

編に基づき適法に作成された特定のコピーもし
くはレコードの所有者またはかかる所有者の許
諾を得た者は，著作権者の許諾なく，当該コピ
ーまたはレコードを売却しその他占有を処分す
ることができる。」と規定されている（109条）。
なお，「DMCA第104条報告書」46）においては，

デジタル複製物の送信を権利消尽の対象とする
ことについては否定的であった47）。
【Next Great Copyright Act】
「DMCA第104条報告書」から10年以上経過
し，デジタル環境におけるファーストセールド
クトリンを合理的に説明するのは難しいだろう
が，再度議会がこの論点を取り上げて検討する
ことは可能だろうとしている。デジタル複製物
が劣化しないこと，オンライン取引では複製物
の販売からライセンススキームに移行している
こと，複製防止技術等の発展等を検討のポイン
トとして挙げている。
【Green Paper】

Pallante氏の提言で複製物の販売からライセ
ンスのスキームに移行しているとある通り，特
定の種類の作品のためのビジネス・モデルは販
売よりもむしろ使用許諾で展開されており，フ
ァーストセールドクトリンの適用を避ける形と
なっている。ライセンス方式は従来ソフトウェ
アで多く見られたものであったが，現在では電
子書籍において一般的な形となっている。つま
り今後販売という形が減少することにより中古
市場は縮小する可能性がある。その中で，ファ
ーストセールドクトリンの利点を保つ必要があ
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るかを今一度検討しなければならないとして，
パブリックコメントの実施とラウンドテーブル
を開催することを提案している。

（3）納本制度の最新化
【現行法制度】
米国内で出版された著作物の著作権者は，出
版後３カ月以内に，議会図書館に最良版の完全
なコピー２部を納本しなければならない（407
条）。納本された著作物は著作権局で登記され，
著作権登録が行われる（408条）。納本義務を履
行しない場合，罰金が科されることとなる。
また，著作権局への著作権登録は，著作権侵
害訴訟を提起するための要件（411条）及び法
定賠償金を受け弁護士費用を侵害者に負担させ
るための要件（412条）となっている。
なお，2010年２月からオンラインのみで提供
される電子出版物の議会図書館への納本制度が
運用されている。
【Next Great Copyright Act】
納本制度がデジタル環境において適切に機能
するように調整が必要であると説いている。例
えば，デジタル作品の多くは「最良版（best 
edition）」ではないため，407条の適用範囲外と
なる。また，著作権者が実際に出版したフォー
マットと図書館が納本のために要求するフォー
マットが異なる可能性も指摘している。さらに，
デジタル形態の納本では，ファイルのセキュリ
ティ等に関する明確なルール作り等，国家によ
る著作物の収集を支えるために十分な柔軟性が
必要であるとしている。

（4）オプトアウト導入の余地
【現行法制度】
米国では，著作権管理団体に関する法律等は
なく，参入規制もない。音楽分野では，
ASCAP48），BMI49），SESAC50）という３つの管
理団体が併存している。また，言語の分野では

Copyright Clearance Center51）という例がある。
いずれも著作権者が任意に著作権管理団体に加
入し，当該団体が利用者に利用許諾することを
認める「オプトイン」というスキームを採って
いる。
【Next Great Copyright Act】
著作物利用の一般原則である「オプトイン」
ではなく，ある限定的分野で有効であることが
すでにわかっている「オプトアウト」方式（著
作権者が拒否しない限り許諾されたとみなす方
式）を採用する余地がないか，といった提言を
している。
特に，オプトアウト方式の１つである拡張的

集中許諾制度（Extended collective licensing）52）

について，①利用者に対して確実性をもたらす，
②著作権者に対して報酬を提供する（特に大規
模なデジタル化において），③この仕組みから
オプトアウトすることを望む著作権者に対して
は，一定のコントロールを提供する，といった
利点を挙げ，高等教育機関における著作物利用，
図書館へのアクセス等での導入の有益性や仕組
み等を議会が検討することを提案している。

5 ．	おわりに

以上のように，「デジタル化社会」における
著作物の新しい利用態様に対応が必要であるこ
とを背景に，各地域において，伝統的な著作権
法制度の枠組みにとらわれることなく，直面す
る問題により実効的な解決をもたらそうとする
方向で著作権のリフォームが進められている。

EUでは，指令によりEU加盟国間のハーモナ
イゼーションが担保される中，Copyright Code
のような横断的な取り組みも行われている53）。
また，英国では，同国での近年の傾向54）に倣

って，著作権分野において「インディペンデン
ト・レビュー」（有識者への諮問）というリフ
ォームの進め方が取られたことに特徴がある55）。
論者の選定の仕方については問題になりうる
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が，政府主導のもと，特定の有識者が論点を横
断的に取り上げることで，統一的な視点からド
ラスティックな法改正への提言がなされやすい
ものと推察される56）。
米国の場合も英国同様，政府主体でリフォー

ムへの取り組みが進められており，有識者や各
分野からのステークホルダーによる活発な意見
交換がなされている。
もちろん，これらの取り組みが全て意図され

た構想どおりに進んでいるわけではなく，取り
組みを進めるにあたっての問題点も浮かび上が
ってきている。例えば，EUにおいては，横断
的な取り組みは私的な提言の域を超えるものと
はなっておらず，個別具体的な論点ごとに対処
してきた従来のあり方57）から大きく踏み出せて
はいない現状があり，英国においては，EU加
盟国であることから，EU指令による二階層法
令の制約があり58），リフォームの議論が指令の
枠内にとどまってしまうことが難点となってい
るのが現状である。また，米国では各業界の利
害関係の調整が困難なこともあり，現時点では
実際の法改正や新たな制度の設立までには至っ
ていない。
しかし，このような問題を抱えながらも，継

続的な議論は行われており，例えば，米国では
「オンラインライセンス環境の促進に向けて政
府が担うべき役割」について，英国の集中管理
ライセンス制度を参考にした意見交換の場とし
て，パブリックミーティングが開催される予定
となっているなど，利害対立を克服するための
試みが模索されている59）。
このような海外の国・地域における著作権リ
フォームの取り組みの内容，特に「直面する課
題を解決するために，どのようなアプローチで
著作権法制度の見直しに取り組んでいるのか」
という点に着目することは，同様の問題状況を
抱える日本国内での議論を進める上でも一定の
参考になるものと思われる60）。

当委員会としても，引き続き，世界的な著作
権リフォームの動きに注目し，調査・検討を進
めていきたいと考えている。
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Principles Project”，Neil Netanal教授の“Copy-
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 26） www.copyright.gov/docs/next_great_copy 
right_act.pdf　

  （翻訳版）石新 智規・山本　夕子　訳『知的財
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dios, Prod. LLLP v. Bigwood, 441 F Supp d 185, 
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html
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html

  米国では著作隣接権の概念がなく，録音物も著
作権としての保護の対象となる結果，他国で保
護されている著作隣接権者は米国においては著
作権法による保護を受けていない。そこで「公
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 41） 各規定はhttp://copyright.gov/title17/92chap1.
html参照。

 42） http://copyright.gov/orphan/orphan -report.pdf
 43） http://www.copyright.gov/legislation/s505.pdf
 44） 「アクセスコントロールを回避する装置等の製

造，輸入，公衆への提供その他の取引（1201条（a）
（2））および回避行為そのものを禁止（1201条（a）
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用されている。

 53） 知財管理2015年６月号 p.786　2.（2）参照。
 54） 今村哲也『著作権研究』No.38. p.181（本稿その

１に出典詳細掲載）によると，ガワーズ・レビ
ュー以前は知的財産法の分野ではインディペン
デント・レビューは一般的ではなかった。

 55） 知財管理2015年６月号 p.787　3.（1）参照。
 56） 高田英樹「英国財務省について（最終報告）」（2006

年）の「第四章　業務の概観」（http://www.
geocities.jp/weathercock8926/treasuryfinalre 
port4.html）においては，「インディペンデント・
レビュー」では，ドラスティックな提言がなさ
れる反面，産業界から大きな反発を招くことも
あることも指摘されている。

 57） 知財管理2015年６月号 p.786　2.（1）参照。
 58） 知財管理2015年６月号 p.786　2.（1）参照。
 59） https://www.federalregister.gov/articles/ 

2015/03/13/2015 -05765/public -meeting -on -
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licensing -environment - for -copyrighted

 60） 日本においても「IP2.0研究会」（http://www.
lab -kadokawa.com/service/ip2 -0　 株 式 会 社
KADOKAWA取締役会長の角川歴彦を座長とす
る有識者による研究会）のような私的な提言を行

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 65　No. 7　2015964

う活動が出てきている。なお，知的財産戦略本部 
検証・評価・企画委員会「知的財産推進計画
2015策定に向けた検討」第６回会合（平成26年
12月24日）において議論の素材として紹介され

ている。
WEB参照日：いずれも2015年４月２日

（原稿受領日　2015年４月２日）
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